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皆様、こんにちは、福岡リアルティの古池でございます。

本日はお忙しい中、福岡リートの決算説明会にご参加頂き、誠にありがとうござい
ます。

それでは、福岡リート投資法人第39期、昨年9月1日から本年2月末までの決算
について、

ご説明をさせていただきます。

まず、資料１ページ目エグゼクティブサマリーからです。
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※金額及び比率の端数処理…本資料では、特に記載のない限り単位未満の数値について、金額は切り捨て、

　 比率は小数第2位を四捨五入により記載しています。

※坪の数値は、面積を坪に換算し、小数点以下を切り捨てた数値を記載しています。
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本資料には、将来の業績、計画又は経営目標、戦略などが記述されている箇所があります。これらの将来に関する記述は、福岡リート投資法人及び株式会社福岡リアルティの現時点での判断に基づくものである
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したがいまして、福岡リート投資法人及び株式会社福岡リアルティは、本資料及び本資料に基づく説明をもって福岡リート投資法人の業績を保証するものではありません。
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最初に資料下段の分配金の推移についてです。

第39期2024年2月期の分配金実績は、予想比プラス52円の3,807円となりまし
た。

因みにこれは、前期に続き、分配金の過去最高額を更新する実績です。

上振れの主な要因は、キャナルシティ博多のインバウンド需要が回復したこと更
に昨年9月にオープンしたアルペン福岡の売上が想定よりも好調に推移したこと
による賃料収入増によるものです。

グラフの通り、続く第40期予想は、売却益がなくなりますが、分配金は3,600円。

第41期は、2月にプレスリリースを行ったマリノアシティ福岡の建物部分の譲渡に
伴う賃料収入の剥落がありますが、こちらも第40期同様の3,600円としています。

従前から説明している売却益なしでの分配金の目線である3,600円を引き続き維
持し、今後さらに分配金を向上させ、投資家の皆様へ安定的な還元を継続して
いく方針です。

次に資料左上の、内部成長についてです。

メイン物件のキャナルシティ博多については、先ほどもご説明したとおり、新店オ
ープンなどの影響で、売上は、昨年同期比でプラス25.4％です。

生活密着型の商業施設については、引き続き安定的な売上を確保しています。

キャナルシティ博多の状況については、あとのページで詳細をご説明します。
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オフィスビルの期末稼働率は、96.8%です。

その他アセット、昨年4月に取得した、新築住居物件のアクシオン別府駅前プレミ
アムは、取得時に想定していたとおり、1年で稼働率は100％となる見込みです。

次に資料左下、外部成長についてです。

第39期期初の9月に、新築オフィスビル博多FDビジネスセンターの取得を完了し
ております。

博多FDビジネスセンターについては、後ほど詳細説明いたしますが、足許の申し
込み済みを含めた稼働率は88.4％まで進捗しています。残りの空き区画につい
ても、問い合わせは多数入っており、早期に100％の稼働を目指しております。

次に財務運営です。記載のとおり安定的な財務基盤の維持に努めています。期
末の有利子負債残高は約964億円です。引き続き、返済期日の分散などによるリ
ファイナンスリスクの軽減に努めます。

キャッシュマネジメントにより、借入金の一部を返済することで、LTVは巡航水準と
している45％を下回る水準となりました。

足許、固定の基準金利が上昇しています。それに伴う調達コスト増加のリスクにつ
いては、調達期間や、固定・変動比率の調整などにより、対応していく方針です。

最後に、右下のサステナビリティの取り組みです。外部認証では、保有物件で
DBJグリーンビルディング認証を1物件、キャスビー不動産評価認証を2物件で取
得したことで、期末時点でのグリーンビル認証取得率は84.6％となりました。

以上がエグゼクティブサマリーになります。
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次のページです。資料2ページは、分配金の推移についてです。

第39期の分配金実績と第40期、第41期の分配金予想の変動要因を記載してい
ます。

左上、第39期、前期比は、久留米東櫛原SCの売却益の減を、アルペン福岡の
オープンに伴うキャナルシティ博多の収入増、修繕費減で、カバーし、過去最高
の3,807円となりました。

次に右上の予想比は、主な要因として、想定を上回るインバウンドの回復、アル
ペン福岡のオープン効果により、キャナルシティ博多の賃貸事業収入の増。博
多FDビジネスセンターについては、前期予想時は、新たなフリーレント会計を見
込んでいましたが、中長期的な投資主最善の利益を目的として、従前のフリーレ
ント会計を適用することにより賃料収入の減となり、結果、分配金は予想比プラス
52円となりました。

下段左の第40期予想は、売却益の減を、博多FDビジネスセンターの収益寄与、
でカバーし、分配金は、下限目標としている3,600円としています。
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下段右の第41期予想は、マリノアシティ福岡の建物部分の売却によるNOIの剥落
を、主に博多FDビジネスセンターのリーシング進捗の収益寄与によりカバーし、
分配金は引き続き3,600円を維持します。
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資料3ページは、今後の巡航分配金についてです。

前回の決算でも説明した通りですが、巡航分配金は、3,800円を目標に運営して
いきます。

今後の予想についてですが、第40期は売却益を除く分配金の目標としていた、

3,600円をこの期に達成します。

第41期については、マリノアシティ福岡の建物部分の売却に伴うNOIの剥落があ
りますが、分配金は3,600円を維持します。

最後に一番右の巡航分配金については、3,800円を目標に運営していきます。

達成時期は、マリノアシティ福岡の底地の賃料減額期間が終了し、通常の賃料
を通期で収受する2027年を目標にします。

資料下段に記載の通り、内部成長、外部成長、さらには、売却益及び内部留保
の活用などを行うことでこれを確実に実現していきます。
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次のページ、資料4ページです。外部成長の取り組み方針について、説明しま
す。

昨年の9月に取得した博多FDビジネスセンターは、期末時点で稼働率86.5%ま
で進捗しています。足許の申込を含めた稼働率は88.4％で、第40期の加重平
均で90.0％まで進捗させる計画です。

資料下段のリーシング状況のとおり、外資系の金融機関及びコンサルティング会
社をはじめとする、国内外の優良企業の誘致に成功しています。

次に資料右の通り、現在、福岡リートの資産規模は、約2,209億円です。ポートフ
ォリオ全体に占める商業比率も目線としていた50％以下となりました。

資産規模については、従来より説明の通り、まず2,500億円を達成し、その先は
3,000億円を目指します。

スポンサーからの物件取得に加え、地域密着のソーシング力の強みを活かした
外部からの取得により、オフィスビル、物流施設、住居を中心に、サステナビリテ
ィに即した物件の取得を引き続き、目指していきます。

また今後も総合型リートとして、リスク・リターンのバランスを考慮した最適なポート
フォリオを形成すべく取り組んでいく方針です。
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次のページ、資料5ページ、福岡のオフィスマーケット動向についてです。

左のグラフの通り、2023年上期から新築ビルが大量に供給されたことで、2023
年から足許2024年3月にかけて、福岡のオフィス空室率は、5％を上回る水準で
推移しています。

ただ、グラフ赤の点線のとおり、既存ビルの空室率は引き続き低い水準で推移し
ており、新規供給の影響による大きな面積の2次空室、3次空室等は、ほぼ発生
していない状況だと確認しています。

左下の表のとおり、今後も天神ビッグバンなどの大規模新築ビルの供給があり、
一時的にはエリア全体の空室率は、上昇すると思われますが、時間をかけて消
化していくものと考えています。

また、福岡リートの保有オフィスビルは、青の折れ線グラフの通りですが、昨年
2023年に新築の博多FDビジネスセンターを取得したことにより一時的空室率は
上昇しましたが、リーシングも進捗しており引き続き高い稼働率を維持しているこ
とから、保有ビルの競争力の高さがご理解頂けると思います。

資料右上のオレンジの枠に2024年3月時点の平均賃料を記載しています。福岡
の平均賃料は前年同月比プラス1.1％で引き続き上昇しています。これは、福岡
のマーケットの底堅さを示していると思います。
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次のページ6ページです。

オフィスビルの稼働率実績と今後の予想です。

福岡リートが保有するオフィスビルの天神西通りビジネスセンター底地を除いた
12物件の第39期の加重平均稼働率は、博多FDビジネスセンターを取得した影
響で、94.9％と若干低下しました。但し、同ビルの足許リーシングも進捗しており
、第41期には12物件の加重平均稼働率は、99.5％まで上昇する予想です。

また、CBREの査定資料によれば、保有物件の賃料ギャップは、現在11.1％で
す。

今後も継続して賃料増額改定にも取り組んでいきます。
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次のページ、資料7ページは、メイン物件のキャナルシティ博多についてです。

中国のインバウンドは未だに戻っていない状況ですが、キャナルシティ博多の売
上はコロナ前を超える水準まで回復しています。

これは、アルペン福岡のグランドオープンなど、リニューアル計画：フューチャー
ビジョンが進捗している結果だと考えています。

アルペン福岡は、国内の需要だけではなく、インバウンドの受け皿としても機能し
ており、オープン直後から免税カウンターの利用実績が増加しています。

また、以前よりご説明している、グランドビル地下1Fのリニューアル計画ですが、
既にリーシングも進捗しており、食事を目的に足を運んで頂けるように魅力ある飲
食ゾーンとして、共用部のデザインも刷新し、来年のリニューアルオープン目標
にプロジェクトを進めています。
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8ページは、マリノアシティ福岡の建物譲渡についてです。

先日のプレスリリースのとおりですが、2024年9月に建物部分を譲渡して、我々
福岡リートは引き続き底地を保有するスキームに変更します。

譲渡理由は、右に記載しておりますが、マリノアシティ全体の建替えなどが進む
ことにより、将来的には大きな価値を生み出すことを期待しており、長期的に安定
したキャッシュフローを確保できるものと考えています。
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次のページです。資料9ページは、その他アセットの物流施設についてです。

福岡の物流マーケットは、2023年にまとまった新規供給があったことから、一時
的に空室率が上昇していますが、CBREのレポートによれば、2024年以降は再
び低下する見込みです。

そのため、資料左下のグラフにも記載していますが賃料単価は今後も右肩上が
りで上昇を見込んでいます。今後、福岡リートの保有物件においても、契約更改
の際、賃料増額を実現していく方針です。

福岡リートが保有する物流施設は、現在、４物件ですが、いずれも100％稼働で
す。
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次のページをご覧ください。

資料10ページです。その他アセット、住居、ホテルの状況です。

住居については、５物件平均で第39期は、97.9％と引き続き高い稼働率を維持
しており、非常に安定しています。

昨年4月に新規取得した新築物件のアクシオン別府駅前プレミアムも、取得時に
想定していたとおり、1年をかけて稼働率は100％まで進捗することができました。

また、既存物件については、入替時の新規募集賃料の増額にも継続的に取り組
んでいます。

ホテルの保有は、いずれも宿泊特化型です。福岡ワシントンホテルでは、足許、
コロナ前を超えるADR水準まで回復しています。

また、比較的インバウンドの戻りが遅い沖縄県にあるティサージホテル那覇です
が、今後インバウンド及び国内需要の更なる回復を期待しています。
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次のページをご覧ください。/ここからは、財務運営についてです。

まず、資料11ページ、

足許の基準金利の上昇に伴い、調達コストの悪化が懸念されます。

引き続き返済期限の分散を維持しつつ、調達期間や、固定・変動比率の調整に
よりコストコントロールを図る方針です。

第39期は、博多FDビジネスセンターの取得に対する新規調達や、リファイナスが
ありましたが、財務方針のとおり調達を実行し、コストコントロールをおこなうことが
できました。

また、第39期の借入は、全てグリーンローンでの調達となっています。
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資料12ページ、下段のLTVの推移です。

博多FDビジネスセンターの取得により、LTVは上昇しますが、キャッシュマネジメ
ントより、一部借入金を返済したことで、我々が巡航としている45％に収まる水準
で推移する予定です。
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次のページ13ページ、鑑定評価額についてです。

第39期末の含み益は、上段帯に記載の通り、約518億円で、前期より33億円増
加しました。

簿価が、鑑定評価額を上回る物件もありますが、引き続きオフィスビル、住居を中
心にcapレートは低下傾向となっております。
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資料14ページは、サステナビリティへの取り組みについてです。

サステナビリティへの取り組みは、引き続き、経営の重要課題に位置付けていま
す。

環境の取り組みとしては、新規取得した博多FDビジネスセンターにおいて、DBJ
グリーンビルディング認証を取得したことに加え、既存物件でキャスビー不動産
評価認証を取得したことで、グリーンビル認証取得率は84.6％に上昇しました。
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最後に、15ページから18ページは福岡リートの第39期の損益計算書・分配金の
実績と第40期、41期の損益計算書・分配金の予想値の資料です。

まず、15ページは、第39期の前期比の資料です。

営業損益の主な増減要因は、右のオレンジ色の枠内に記載しています。

売却益除く営業収益は、前期比236百万円の増となりました。その内訳として、売
却物件の賃料収入の剥落がありましたが、キャナルシティ博多のアルペン福岡オ
ープン影響、新規物件の収益寄与があったものです。

売却益は、久留米東櫛原ショッピングセンターの売却益の減少によるものです。

営業費用は、新規物件の費用が増加しましたが、前期計上したキャナルシティ博
多のリニューアルに関する修繕費が減少した影響で、前期比47百万円の減とな
りました。

結果一口当たり分配金は前期比プラス54円の3,807円となりました。
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次のページです。資料16ページ、第39期の予想比の資料です。

こちらも主な増減要因は、右のオレンジ色の枠内に記載しています。

営業収益は13百万円増、営業費用は24百万円の減となりました。キャナルシテ
ィ博多の想定を上回る売上増がありましたが、博多FDビジネスセンターのフリー
レント会計を従前の方法で適用したことによる賃料収入減の結果、一口当たり分
配金は、予想比プラス52円となりました。

17



次のページです。資料17ページ、第40期の業績予想の説明です。

主な差異要因は右の緑色の枠内に記載しています。

売却益は減少しますが博多FDビジネスセンターの収益寄与により一部カバーし
ます。

結果、一口当たり分配金は、3,600円と売却益を除く分配金目標をこの期で達成
する予想です。
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次のページ資料18ページ、第41期の業績予想の説明です。

主な差異要因は同じく右側の緑色の枠内に記載しています。

建物部分の売却によりマリノアシティ福岡の賃料収入は減少しますが、博多FD
ビジネスセンターのリーシング進捗、物流施設の増賃や、各種費用の減少により
カバーします。

結果、一口当たり分配金は、引き続き売却益除く下限目標の3,600円を維持する
ことを見込んでいます。

私からの説明は、以上となります。

ご清聴ありがとうございました。
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キャッシュ・フロー計算書（前期比）

（B）区　分 （A） 第39期
〜2024年2月29日

3,939
2,988
1,531

1
▲0
284

▲432
▲52

-
▲355

31
▲4

5
▲2
201
10
▲0
12

4,219
0

▲278
▲1

▲3,436
▲1,539

1,495
▲3,172

-
94

▲16
195

▲494
-
1

▲2
▲298
3,000

 ▲3,000
8,450

▲5,900
-

▲2,848
204

10,255
10,459

第38期
〜2023年8月31日

差　異
（B-A）

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益

　減価償却費

　投資法人債発行費償却

　受取利息

　支払利息

　不動産等売却益

　営業未収入金の増減額（▲は増加）

　未収消費税等の増減額（▲は増加）

　未払消費税等の増減額（▲は減少）

　営業未払金の増減額（▲は減少）

　未払金の増減額（▲は減少）

　未払費用の増減額（▲は減少）

　前受金の増減額（▲は減少）

　預り金の増減額（▲は減少）

　前払費用の増減額（▲は増加）

　長期前払費用の増減額（▲は増加）

　その他

　小計

　利息の受取額

　利息の支払額

　法人税等の支払額

投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出

　信託有形固定資産の売却による収入

　信託有形固定資産の取得による支出

　信託無形固定資産の取得による支出

　預り敷金及び保証金の受入による収入

　預り敷金及び保証金の返還による支出

　信託預り敷金及び保証金の受入による収入

　信託預り敷金及び保証金の返還による支出

　信託差入敷金及び保証金の差入による支出

　使途制限付信託預金の払出による収入

　使途制限付信託預金の預入による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

　短期借入れによる収入

　短期借入金の返済による支出

　長期借入れによる収入

　長期借入金の返済による支出

　投資法人債の償還による支出

　分配金の支払額

現金及び現金同等物の増減額（▲は減少）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

3,724
3,031
1,609

1
▲0
328

▲237
▲162
▲371
▲11
▲62

2
6

▲7
▲47
▲28
▲56

36
4,030

0
▲305

▲0
▲13,636

▲0
815

▲14,953
▲1

5
▲7
637

▲124
 ▲8

2
▲2

6,912
21,900

▲21,900
16,400
▲4,500
▲2,000
▲2,987
▲2,999
10,459

7,460

▲214
43
77
▲0

0
43

194
▲110
▲371

344
▲94

7
1

▲4
▲248
▲39
▲56

23
▲188

▲0
▲26

0
▲10,200

1,539
▲680

▲11,781
▲1

▲89
8

441
369
▲8

0
▲0

7,211
18,900

▲18,900
7,950
1,400

▲2,000
▲138

▲3,203
204

▲2,999

（単位：百万円）
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Appendix 56

有利子負債一覧

種　別 借入先 借入日 返済期限 利率（年率）
金額

（百万円）
期間
（年）

固定・
変動

種　別 借入先 借入日 返済期限 利率（年率）
金額

（百万円）
期間
（年）

固定・
変動

2024年2月29日現在

投資法人債

長期借入金

１年内返済予定
長期借入金

コミットメントライン

種　別 銘　柄 発行年月日 償還期限 利率（年率）
期間
（年）

残高
（百万円）

種　別 借入先
開始日 終了日

コミットメント期間借入限度額
（百万円）

第2回無担保投資法人債

第3回無担保投資法人債

コミットメントライン1 （注9）

コミットメントライン2 （注10）

■投資法人債の状況

■借入金の状況

■コミットメントラインの設定状況

長期借入金

合　計（注1）金利を固定化するためのスワップ契約を締結しており、本スワップ契約を組合わせた利率を記載しています。　（注2）借入先は、日本政策投資銀行、大分銀行、鹿児島銀行、北九州銀行、十八親和銀行、広島銀行です。　（注3）借入先は、福岡銀行、西日本シティ銀行、大分銀行、北九州銀行、宮崎銀行、十八親和銀行、伊予銀行です。
（注4）借入先は、西日本シティ銀行、福岡銀行、大分銀行、北九州銀行、十八親和銀行、広島銀行です。　（注5）借入先は、みずほ銀行、佐賀銀行、肥後銀行です。　（注6）借入先は、みずほ銀行、広島銀行、北九州銀行、伊予銀行、肥後銀行です。　（注7）借入先は、日本政策投資銀行、西日本シティ銀行、福岡銀行です。
（注8）CO2削減目標を達成した場合、当初借入の利率から優遇された利率が2031年8月から弁済日までの間に適用されます。　（注9）借入先は、福岡銀行、りそな銀行です。　（注10）借入先は、西日本シティ銀行、りそな銀行、大分銀行、長崎銀行、佐賀銀行です。

合　計

合　計

合　計

0.53000%
0.47000%
0.52630%
0.52630%
0.59000%
0.49000% （注1）

0.38000%
0.72625%

0.91875% （注8）

0.61500%
0.38000%
0.54125%
0.63500%
0.50100%
0.82900%
0.83750%
0.90689%
0.91900%
1.01500%
1.18900%
0.76700%
0.76700%
0.76700%
0.76700%
0.33091%
1.20250%
1.20250%
1.24900%
0.88900%
1.07000%
0.33091%
0.37091%

10.0
10.0
10.0
10.0
10.0
10.0
10.0
7.0

10.0

5.0
10.0
6.0
7.0
5.0
8.0
6.0
6.5
7.0
8.0

10.0
5.0
5.0
5.0
5.0
8.0
7.0
7.0
8.0
7.0
9.0
7.0
9.0

固定

固定

固定

固定
固定

固定

変動

固定

固定

固定

変動

固定

固定

固定

固定
固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

変動

固定

固定

固定

固定

固定

変動

変動

SBI新生銀行

日本政策投資銀行

三井住友信託銀行

シンジケートローン（注2）

福岡銀行

りそな銀行

肥後銀行

三菱UFJ銀行

シンジケートローン（注3）

日本政策投資銀行

福岡銀行

西日本シティ銀行

シンジケートローン（注4）

りそな銀行

福岡銀行

日本政策投資銀行
西日本シティ銀行

三井住友信託銀行

三菱UFJ銀行

りそな銀行

日本政策投資銀行

三菱UFJ銀行

西日本シティ銀行

福岡銀行

みずほ銀行

三井住友銀行

三菱UFJ銀行

三井住友信託銀行

大分銀行

広島銀行

SBI新生銀行

三井住友銀行

三菱UFJ銀行

西日本シティ銀行

福岡銀行

大分銀行

鹿児島銀行
肥後銀行

りそな銀行

シンジケートローン（グリーンローン）（注5）
農林中央金庫

三菱UFJ銀行

西日本シティ銀行

みずほ銀行

あおぞら銀行

りそな銀行

三菱UFJ銀行

鹿児島銀行

700
2,000

300
2,100
1,500

600
300
800

6,000
1,800
2,000
2,000
1,500
2,000
1,500

500
1,900
1,100
1,500

600
2,500

600
600
500
500
500
500
400
400
400
300
500
500
400
300
200
200
200
200

2,200
1,500

500
2,500
1,700
1,000

700
500
500

2016/7/29
2016/2/29
2016/9/30

2016/12/30
2016/12/30
2017/3/31
2017/3/31
2017/3/31
2017/6/30
2017/6/30
2017/7/31
2017/7/31
2017/8/31
2017/9/29

2017/12/29
2017/12/29
2018/2/28
2018/2/28
2018/2/28
2018/2/28

2018/3/1
2018/3/30
2018/3/30
2018/3/30
2018/3/30
2018/3/30
2018/3/30
2018/3/30
2018/3/30
2018/3/30
2018/3/30
2019/1/31
2019/1/31
2019/1/31
2019/1/31
2019/2/28
2019/2/28
2019/2/28
2019/2/28
2019/7/31
2019/7/31
2019/9/25
2020/2/28
2020/2/28
2020/6/30
2020/6/30
2020/6/30
2020/6/30

2024/7/31
2025/2/28
2025/9/30

2025/12/30
2026/12/30
2027/3/31
2025/3/31
2025/3/31
2026/6/30

2026/12/31
2027/7/31
2027/7/31
2027/8/31
2027/9/30

2027/12/30
2027/12/30
2028/2/29
2027/2/26
2026/2/27
2028/2/29

2028/3/1
2026/3/31
2028/3/31
2028/3/31
2028/3/31
2025/3/31
2027/3/31
2027/3/31
2028/3/31
2028/3/31
2025/3/31
2029/1/31
2028/1/31
2029/1/31
2029/1/31
2026/2/27
2026/2/27
2026/2/27
2029/2/28
2029/7/31
2027/1/29
2028/9/29
2030/2/28
2030/2/28
2030/6/28
2030/6/28
2029/6/29
2028/6/30

8.0
9.0
9.0
9.0

10.0
10.0
8.0
8.0
9.0
9.5

10.0
10.0
10.0
10.0
10.0
10.0
10.0
9.0
8.0

10.0
10.0
8.0

10.0
10.0
10.0
7.0
9.0
9.0

10.0
10.0
7.0

10.0
9.0

10.0
10.0
7.0
7.0
7.0

10.0
10.0
7.5
9.0

10.0
10.0
10.0
10.0
9.0
8.0

固定

固定

変動

固定
変動

固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定
固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

変動

変動

固定

固定
固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

固定

0.40000%
0.62000%
0.42400%
0.71750%
0.43000%
0.65846%
0.48130%
0.48130%
0.77677%
0.65000%
0.79195%
0.89195%
0.84952%
0.49350% （注1）

0.81209%
0.68000%
0.75000% （注1）

0.60000% （注1）

0.50000%
0.56700% （注1）

0.72000%
0.48000%
0.80219%
0.80219%
0.63000%
0.50400% （注1）

0.49000%
0.57600% （注1）

0.64630%
0.64630%
0.40000%
0.65528%
0.59000%
0.43091%
0.43091%
0.33380%
0.33380%
0.33380%
0.48845% （注1）

0.52100% （注1）

0.30300%
0.48000%
0.48000% （注1）

0.42000%
0.56922%
0.56922%
0.60000%
0.46500%

日本政策投資銀行

みずほ銀行

北九州銀行

伊予銀行
十八親和銀行（寄付型ローン）

シンジケートローン（注6）

みずほ信託銀行

三井住友銀行（グリーンローン）

シンジケートローン

（サステナビリティ・リンク・ローン）（注7）

肥後銀行

肥後銀行

広島銀行

広島銀行

三井住友信託銀行（グリーンローン）

三井住友信託銀行（グリーンローン）
日本政策投資銀行（グリーンローン）

日本政策投資銀行（グリーンローン）

西日本シティ銀行（グリーンローン）

西日本シティ銀行（グリーンローン）

西日本シティ銀行（グリーンローン）

SBI新生銀行（グリーンローン）

肥後銀行（グリーンローン）

伊予銀行（グリーンローン）

鹿児島銀行（グリーンローン）

福岡銀行（グリーンローン）

三菱UFJ銀行（グリーンローン）

三井住友銀行（グリーンローン）

みずほ銀行（グリーンローン）

西日本シティ銀行（グリーンローン）

西日本シティ銀行（グリーンローン）

福岡銀行（グリーンローン）

福岡銀行（グリーンローン）

1,500
1,000

500
200

1,000
5,300
1,000
1,600

4,900

700
750
500

1,000
900
600

2,000
2,000
2,000
1,900
1,000

600
600
500
300

2,500
1,000
1,000
1,000
1,000
1,000
1,000
1,000

93,350

15.0
20.0

2017/7/31
2018/7/31

1.00000%
1.20000%

2032/7/30
2038/7/30

2,000
1,000
3,000

2026/7/31
2027/2/28

2018/8/1
2020/3/2

6,000
7,000

13,000

2020/7/31
2020/7/31
2020/7/31
2020/7/31
2021/3/31
2021/7/30
2022/3/31
2022/6/30

2022/8/31

2023/3/31
2023/3/31
2023/6/30
2023/6/30
2023/7/31
2023/7/31
2023/8/31
2023/8/31
2023/9/29
2023/9/29
2023/9/29
2023/9/29
2023/9/29
2023/9/29
2023/9/29

2023/10/31
2023/10/31
2023/10/31
2023/10/31
2024/2/29
2024/2/29
2024/2/29
2024/2/29

2030/7/31
2030/7/31
2030/7/31
2030/7/31
2031/3/31
2031/7/31
2032/3/31
2029/6/29

2032/8/31

2028/3/31
2033/3/31
2029/6/29
2030/6/28
2028/7/31
2031/7/31
2029/8/31
2030/2/28
2030/9/30
2031/9/30
2033/9/30
2028/9/29
2028/9/29
2028/9/29
2028/9/29
2031/10/31
2030/10/31
2030/10/31
2031/10/31
2031/2/28
2033/2/28
2031/2/28
2033/2/28
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